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Solidarity発動の例：ESM（欧州安定メカニズム）ドイツ憲法裁が「合憲」
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何故、ドイツの税金でギリシャやスペインの借金を返済してやるんだ？　この憤まんをプラカードに掲げてドイツの沿道をデモする人々を、先日（9月13日）NHKのニュースでみた。皆さんご存じの「ユーロ危機」。渦中のギリシャやスペインなどの取付寸前の不良国債を買い取る資金として、7千億ユーロ（約70兆円）を用意する。これが10月8日発足するESM（欧州安定メカニズム）だ。この70兆円は「信用創造」で水増しされたお金、いわゆるレバレッジがかかったお金なので、原資は数兆円から十数兆円だと思われるが、しかし「大金」に違いない。その多くの部分をドイツが拠出することになっている。これに対し憤まんをぶつけてきたのだ。「何故ドイツの税金でよその国の借金を肩代わりしてやるんだ？」…と。
この様に不正不当を訴える人々がドイツ連邦憲法裁判所に提訴した。そして先日（9月12日）、「合憲」との判断が出た。ドイツが南欧諸国を引き続き救済することが決まった。

今週はこの問題を、コラムその９で説明したSolidarity – 日本語では「連帯」となってしまう。しかしこれは誤訳ないし拙（まず）い訳。Solidarityは日本人でも分かる「同胞との連帯」ではない。西洋は基本的に個人主義、「私と貴方は違う」社会だから、「異なる貴方」との、つまり「非同胞ないし敵」とのSolidarity -- の原理からひもといてみよう。
さて、日本でもし同様のことが起こればどうだろうか？　まっ、通貨「円」を使う外国は無いので同じことは起こりようがないが、仮に日本近海に漢字圏だが日本語とは違う言葉を使う島国Aがあったとする。その国が「円」を使う様になって10年したところで、粉飾決済をしていたことが発覚し、発行していた（円建ての）国債の割引率が急騰し、財政破綻寸前となったとする。

同じ「円」を使っているのだから、放っておけば「円」の価値そのものが下がって日本の経済もおかしくなる。だから選択肢は二つ。「救済策」か「島国A切り離し策」だ。

「救済策」は、夕張市（2007年財政破綻）を例にとると分かる。夕張市の一般会計規模　約110億円に占める借金の元利償還金額の割合は40％を超えている（H22年度）。いわゆる財政再生団体の指定を受けた地方自治体であり、これ以上の地方債の発行が制限され歳出抑制も厳命されている。その上で、国からの地方交付税を歳入の半分　53億円つぎ込むことに国としての承認が得られている。
この救済決定はわかりやすい。まっ、救済規模も50億円程度と日本国の経済を今すぐ揺るがす様な額ではないし「救済」は当然と思うが、その根底には夕張は「同胞」という意識があることは確かだろう。切り離すことなど露（つゆ）とも考えられない。
他方、先の島国Aの例で言えば、恐らく日本人は彼らを「同胞」とは考えない。「異なる貴方」とのSolidarity原則も日本にはない。従って結論は恐らく「切り離し策」となるだろう。その急騰しそうな島国Aの国債を元の通貨建てに戻し「損切り額」を確定させた上で、通貨を元に戻させる。
そう考えるとドイツは不思議だ。ギリシャやスペインをEU、ユーロ圏の同胞として迎えようとしているとはいえ、まだ「半同胞」「非同胞」だろう。粉飾決済していたのにも怒りを覚えるだろう。だのに、なぜ切り離し策でなく救済策をとるのか？　しかも何兆円ものドイツのお金をつぎ込むのか？
そのReason – 日本語では「理由」となってしまうがこれも拙い訳。西洋文明が合理主義に偏った19世紀末から20世紀中葉にかけて西洋文明を学んだ日本だから、仕方がないと言えば仕方がないが、21世紀の西洋では例えばReligious reasonという用語も出てきた。「理」も「非理」も含んだ「由（よし）」と言うことだろう。ということで「分け（わけ）」あたりがその意味に一番近いだろう。-- ドイツのReasonは何か？
読者の方はもうお察しだろう。そう、それは恐らくSolidarity。昨今の憲法リフォームのブームの中でもひときわ熱心に「二つの原則」と「二つのコロラリー：Subsidiarity、Solidarity」をその憲法に組み込もうとしているドイツ。ヒトラーを生んでしまい世界に災厄をまき散らしてしまったドイツ。その「罪滅ぼし」の決意、すなわち「非同胞ないし敵」とのSolidarity。それが、恐らく救済策を採り続けるドイツのReasonだろう。
今週は以上。次週も乞うご期待。
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